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くにとって目的不明な巨大プロジェクトが知らない間に進行し．政府予算だけで 18 億 4500 万ド
ル，現在の資産価値にすると 2.5 兆円が 3 年間で投入された．米国大統領として史上唯一 4 選さ
れたフランクリン・ルーズベルトが病死したあと，副大統領職わずか 82 日で大統領に昇格した








を信じている国民が多い．また写真週刊誌 LIFE（1945/08/20 号）も，"The Wars Ends: Burst 




子爆弾が不可欠であるという考えを拒否していた（Stone, pp.159-180；邦訳第 1 巻，pp.334-370）．
　米国（および日本当局）は原爆被災者の医学データの収集を積極的に行ったが，GHQ（占領
本部）は 45 年 9 月 19 日に「プレスコード（新聞規制）」を敷き，サンフランシスコ講和条約発
効の 52 年 4 月まで日本でも米国でも原爆報道を厳しく制限した．他方 49 年にはソ連が原爆，53
年には水爆実験をカザフスタンのセミパラチンスクで成功させ，核開発競争が始まった（図表 1）．











日米原子力協定が締結され，米国からの研究炉 JBR ＝ 1 導入とそのための濃縮ウランの賃借り
供与が規定された（山崎正勝 2012，上 p.140）．
　1-2　日本の軽水炉原発の導入と「原子力ムラ」
　同じ時期，改進党中曽根康弘（→のち自民党首相）などが 54 年 3 月に戦後初の原子力予算を








年月日 国名（実験名） 核出力 実施国・地域 備考
19450716 米国　トリニティ実験 19（kt） 米ニューメキシコ州 初の原爆実験
19450806 米国　リトルボーイ 15 日本国広島 初の実戦使用（ウラン型）
19450809 米国　ファットマン 21 米国日本国長崎
最後の実戦使用（プルトニ
ウム型）
19490829 ソ連　RDS-1（ジョー 1） 22 ソ連（カザフスタンのセミパラチンスク） 同国初の原爆実験
19521003 英国　ハリケーン 25 モンテベロ諸島（西オーストラリア） 同国初の原爆実験
19521101 米国　アイビー マイク 10,400 マーシャル諸島エニウェトク環礁
初の多段階熱核反応兵器実
験（非実用兵器）
19530812 ソ連　RDS-6（ジョー 4） 400 カザフスタンセミパラチンスク 同国初の水爆実験
19540301 米国　キャッスル ブラボー 15,000 マーシャル諸島エニウェトク環礁
水爆初の多段階，実用兵
器），第五福竜丸が被曝
19600213 仏国　ジェルボアーズ・ブルー 70 サハラ砂漠内アルジェリア中部 同国初の原爆実験
19641016 中国　596 22 新疆ウイグル自治区 同国初の原爆実験
19740518 インド　微笑むブッダ 12 ムンバイ近郊トロンベイ 同国初の核分裂爆発実験
19980528 パキスタン　Chagai-I 9-12? バローチスターン州 同国初の原爆実験
















シーボーグを指名し，軽水炉商業化のために国の財政援助を増大させた．1965 年に GE（General 
Electric）はマーク I を初めて建設し，以後量産を始める（沸騰水型 BWR）．米，スペイン，日




草創期 1950 年代 3 国 ソ連（ロシア）1954，英 1956，米 1957
成長期 1960 年代 9 国 仏 1964,　伊 1964，日本 1964，独 1967，加 1968
印 1969，蘭 1969，スペイン 1969，スイス 1969
（成長促進期） 1970 年代 12 国・地域 パキスタン 1972，スロバキア 1972，スウェーデン 1972
ソ連（カザフスタン）1973，アルゼンチン 1974
ブルガリア 1974，ベルギー 1975，フィンランド 1977
ソ連（アルメニア）1977，韓国 1978，台湾 1978
ウクライナ 1978
減速期 1980 年代 6 国 ハンガリー 1983，ソ連（リトアニア）1983
スロベニア 1983，南アフリカ 1984，ブラジル 1985
チェコ 1985
停滞期 1990 年代 3 国 メキシコ 1990，中国 1994，ルーマニア 1996
復活期 2000 年代 ?
新規導入国
（新興国）時代
2010 年代 数国 イラン 2011








　福島第一原発１号機は，66 年 12 月にフルターンキー方式で契約された．米での営業運転開始
前である．設計・製造から据付・組立・試運転指導まですべてを GE に任せ，キーを回しさえす
れば設備が可動する状態で日本に引き渡すものであった．海抜 35m の土地を 10m まで削り取り，
電源は地下室に設置された．71 年 3 月に運転開始となったが，当時の豊田正敏副社長は「40 万
kW で 400 億円，優れた経済性だ！」と自慢した（NHK・ETV「原発事故への道程，上下 180
分，2011/09/18・25），（東京新聞 2011/05/05）．アメリカでのハリケーン対策で電源は地下室と
いう仕様が，地震・津波の多い日本でそのまま適用され，東電は設計変更を申し出なかった．
GE の幹部は，米国では契約に入っていない変更は GE が支払ったが，日本は設計変更で契約に
ないコストが生じても説明をすれば日本が支払ってくれた，いいお得意さんだったと語った
（NHKETV「アメリカが見た福島第一事故」）．ただし GE は翌 67 年からこの方式での契約をし







































書（民間，東電，国会，政府）のうち，国会事故調は津波が襲う 50 分前の 14 時 46 分の地震で
すでに全外部電源を失ったと主張（国会事故調 2012，p.137）．東電は「想定外の津波」を主張
























BWR 型の格納容器はコンパクトかつ安価で，その体積は PWR 型に比べると約１/10 となる．
もう１点，使用済み核燃料棒が，福島 BWR では圧力容器の上部に位置していたが，PWR 型で
は地盤面と同レベルに設置されているので給水も比較的容易であると言われる．
　b．福島第一原発 GE製マークＩの安全性についての米国での論争　40 年ほど前の 1976 年に，












ギー委員会上下院合同の公聴会が，1976 年 2 月・３月の５日間に渡って開かれた．その初日の 2





（4000 分の 1）や航空機操縦者による事故（10 万分の１），落雷（200 万分の 1）やハリケーン
（250 万分の 1）等と比較しても，原発で人が亡くなるような重大な事故が起こる可能性は極端に





　日本で住民が 1973 年 8 月に訴訟を起こし，約 20 年続いた伊方（愛媛）原発訴訟（松山地裁）
では，被告側の国が炉心溶融など深刻な事故の確率は 100 万分の 1，死亡事故は隕石の衝突と同























擁する国である．電力の４割を原発に頼るスイスもまた GE 製マークⅠ型の原発があった（5 基の






















































・04/03 米 GE 会長兼最高経営責任者が来日し東電の会長らと会談．
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　インドは軽水炉タラプール 1 号機，2 号機（米 GE 製）を輸入し，1969 年運転開始．次にカナ
ダの AECL の重水減速型炉（CANDU 炉）と天然ウラン燃料の技術導入を図り，そして米国か
ら重水を輸入して試行錯誤の上，発電炉技術と再処理プルトニウム生産技術を確立した．サイク







ことを呼びかけ，まず 77 年共通輸出ガイドラインを作成した（遠藤哲也 2014）．またグレン民
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　『知恵蔵 2015』によれば，1968 年調印・70 年発効された「核不拡散条約」は，核兵器国 
（nuclear-weapon state）の地位を，67 年 1 月以前に核兵器を製造・爆発させた米ロ英仏中 5 カ











認するとともに，管理状況を調べるために施設現場の査察を行う．2007 年 1 月現在の協定締結
国は 154 カ国で，日本は 1977 年 12 月に保障措置協定が発効．青森県六ケ所村にある日本原燃の










































68 年協定の第５条にあった米国の免責条項はなくなっている．吉井英勝議員（共産）は 2012 年













燃やしてしまうと 2 度と燃料として利用できないが，ウラン燃料は 3 ～ 4 年間使えさらに再処理
することで繰り返し利用できる．多くの原子力発電所で利用されている軽水炉では，主にウラン
235 からエネルギーを取り出すが，ウラン 238 が中性子を吸収するとウラン 238 の一部がプルト
ニウムに変化する．このプルトニウムとまだ使えるウラン 235 を再処理して取り出し，ウラン燃
料や MOX 燃料（Mixed Oxide Fuel）の原料として使えるようにするのが再処理工場の役割で
ある．つまり再処理工場は「準国産エネルギー資源の創出の場」なのだ．再処理により回収した






出所）小出裕章 2010『原発と憲法 9 条』p.41，をもとに筆者が加筆．
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プをかけられ，日米再処理交渉を経て 1977 年 9 月に使用済み燃料を用いた試験運転を開始し，
81 年に本格稼働して以来 1140 トンを処理したが，小型の東海再処理施設では再処理需要を賄え
なかったので，1960 年代から電力会社は英・仏に総計 5000 トン余りの使用済み燃料再処理を委







高速増殖炉の複合施設が 93 年に着工された．93 年の着工から 19 回も工事が延期され，当初
7600 億円だった建設費が 2 兆 1930 億円まで膨張しながら，未だに完成していない．青森県庁






45 トン（国内 9 トン，英仏が残りを半々保有）のプルトニウムを保有＝核兵器 5000 発分に相当

























































子力協定の前提が狂う，と 12 年 9 月に訪米していた前原誠司民主党政調会長に釘を刺している．
また 12 年３月に来日したエネルギー省長官のスティーブン・チューは，六ヶ所が採用している
湿式再処理技術「ピューレックス」では比較的簡単にプルトニウムが抽出でき，核拡散上の重大
な脅威が国際社会に出現すると警告した．それを受けて 14 年 3 月にオランダ・ハーグで開かれ
た「核セキュリティ・サミット」第３回会合で，日本原子力開発機構が保有する研究用プルトニ












は相当の技術開発を重ねる必要がある．ドイツが 90 年代はじめに建設中の高速増 殖炉を臨界さ
せないまま中止したのは，技術上の問題があったからである．イギリスは再処理工場を閉鎖し，
いま高速増殖炉の開発を継続しているのは，フランス，ロシア，日本（および原発では新興の中































　日本原子力産業協会は 4 月 8 日，2015 年 1 月 1 日現在の世界の原子力発電開発の動向を発表
した．①すでに原発を稼働させていた国で推進に熱を上げている諸国，②新規に導入する諸国，
そこへ輸出を拡大しょうとする国，③脱原発に舵を切った諸国に大別される．世界で運転中の原
子力発電所は 431 基，発電量 3 億 9223 万 kW である．前年同期に比べ微増している．稼働に





















のサマー 2・3 号機は 2013 年，ジョージア州ボーグル 3・4 号機も同年に初コンクリート打設を
した．これら 4 基はいずれも米ウェスティグハウス（WH）製 AP1000 で，米電力大手 NRG エ
ナジーから東芝本体が原子力発電所を受注するのは初めてで，総事業費は約 6000 億円．（中国で















世界第２の原発大国を誇ってきた（運転中 58 基で全電力の約 75％を供給）．2012 年 5 月 15 日，













基を建設中であり，開発計画では 2030 年 1400 万 kW，2050 年 3400 万 kW としている（同上，
pp.45-46）．核大国の歴史を刻んできた片鱗を覗かせるものの，新鋭炉にどのようなものを設計
しているのか，詳細は日本メディアでは発表されておらず不詳である．
　d． 第２位の原発大国をめざす中国　2011 年 3 月，国務院常務会議は隣国日本の福島事故後
の対応について，①運転中原発の安全検査，②原子力安全計画の策定，③安全計画策定まで新規
建設計画の審査・承認の暫定的凍結（建設中炉は継続）との様子見策を決定したが，2012 年 10




していた新規計画の承認手続きを再開し新規着工することを決めた．2014 年 11 月には????
???国務院は「エネルギー開発戦略行動計画 2014-20」を発表し，① 2020 年には，原子力運
転中 5800 万 kW，建設中 3000 万 kW の数値目標を明らかにし，②中国・国産炉開発（輸出も視
野）を目指し，米国 WH から輸入した AP1000 の技術を習得し新鋭大型基の中国版 AP1400 を
製作するとしている（同上，p.17）．
　なお米ＷＨ社は 06 年に東芝の傘下に入る一方で，中国政府と技術協定を結び AP1000 の技術





炉 CAP1000 を統一基準にする方向が決まり，それを発展させた国産化炉 CAP1400 の研究が進


















　この項では，JAIF 資料のほか，伊藤泰男 2013（元東大教授・原子力工学），鈴木真奈美 2014
などによりつつ論を進める．
　a．新規導入国　運転中の原発がない国，すなわち新規導入国では，アラブ首長国連邦（UAE）
が 3 基（韓国が受注），ベラルーシが 2 基（ロシア）を建設中である．このほか，原発建設を計
画している諸国に，トルコ 8 基，ベトナム 4 基，インドネシア 4 基，バングラデシュ 2 基，ヨル





































ない．しかし苫米地英人 2013 が言うように，放射能漏れリスクが高い 1970 年代型第２世代の沸




















ロシア＝トルコ政府間協定（IGA）が 2010 年 5 月に結ばれた．⑤トルコ人学生を 2013 年から
200 人 / 年ずつロシアで留学・研修を受けさせる（中杉秀夫 2014）．
　なおこの原発で設置される炉型 VVER-AFS2006 モデルは，第３世代改良型に属し，航空機




万 kW 級 4 基規模で計画された原発プロジェクトがもうひとつある．韓国が辞退して，日本国







る．最初に簡単に整理しておく．ドイツは福島事故から 3 ヶ月後に，全原発 17 基・2152 万 kW
の 2022 年までの廃止計画を閣議で決定した．スイスはそれより早く既存の５基をすべて 34 年ま
でに段階的に停止すると発表．イタリアは 11 年 7 月に国民投票（投票率 50％超で成立）を行い
原発反対 94％で脱原発を再確認した．火力への依存度が高く，不足する電力を原発大国フラン
スから割高価格で輸入し，再生可能エネルギーへの移行が進んでいない中での決定である．ベル
ギーは 11 年 10 月，主要 6 党が稼働中の原発７基の 2015 年までの段階的停止で合意した．リト
アニアではこれまで電力の 7 割をロシアからの輸入に依存し，独自のエネルギー確保のため原発
2 基の新設計画を持っていたが，12 年 10 月，新原発建設の是非を問う国民投票で反対が 62.7％
を占め，政策転換を迫られている（JAIF2014，川名英之 2013，第８章）．スウェーデンでは 14
年 10 月に社民党 / 緑の党連立政権が発足し，段階的廃止意向を表明している．台湾では地震多
発地帯で原発がすべて海岸沿いの人口の多い地域に立地し深刻な津波被害が懸念されている．12
年 1 月の総選挙で勝利した馬英九総統が，選挙期間中に第 1・2 原発（GE マークⅠおよび改良









　連邦政府は 1956 年 1 月，産業界・学会・政府の代表で構成するドイツ原子力委員会を発足さ
せた．同委員会はまず放射性廃棄物の最終処分場を 63 年までに岩塩層に建設する方針を決める
とともに，原子炉や発電機器の製造に関心をもつ企業による国産化を目標に掲げ，西ドイツの独
自研究にもとづく原発の建設に取り組んだ．自主型炉の開発はうまく行かず，63 ～ 67 年期には
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党是となった．83 年 3 月の連邦議会選挙では得票率 5.6％を獲得し，議席ゼロから一躍 27 議席
を得た（同上，第 2・３章）．
　ソ連ウクライナ共和国のチェルノブイリ原発が 1986 年 4 月 25 日夜，１つの制御棒に核反応の
促進と制御という相反する出力調整機能を持たせたソ連特有の仕組みと作業員の操作ミスが重な
り，レベル７の史上最大規模の爆発が起きた．放射能の影響は欧州に広く及んだ．87 年 1 月の
連邦議会選挙では，原発推進派のキリスト教民主・社会同盟が 44.3％，社会民主党 37.0％，緑
の党 8.3％ 42 議席であったが，前 2 者が引き続き連立政権（首相ヘルムート・コール）を担う
ことになった．1990 年 12 月，東西ドイツが統合して最初の連邦議会選挙では，緑の党は東ドイ
ツとの統一に批判的な姿勢をとり違和感をもたれ，西ドイツ地区では 4.8％しか獲得できず 5％
を割ったので議席ゼロとなり，東地区が獲得した 8 議席でスタートした．94 年連邦選挙では
7.3％（49 議席）に回復した（同上，第４章）．
　そして 98 年 9 月の連邦議会選挙では，第１党社会民主党（298 議席）と第３党緑の党（6.7％）
が連立政権（首相シュレーダー）を組んだ．この政権は，政策協定書に基づき４大電力会社と
19 基の原発（発電量はドイツ全体の約 30％）の全廃を巡って交渉を開始し，最終的に 2002 年 6






























で，長期にわたり相当の人員が必要だ．他方，④ 2004 年に 16 万人だった再生可能エネルギーに











た．チェルノブイリ事故後の 1990 年代初めには原発反対派が 5 割に達し，2002 年に法律ができ
た．この合意に先立って実に長い激しい対立と議論があった．何十年にもわたって，新聞紙面や
デモ，抗議行動，議会，倫理委員会，各種審議会などを通じて原子力についての議論を続けてき









　なおドイツでは，今後，廃炉作業が大きな課題となる．2011 年に 8 基の発電炉が閉鎖され，
2013 年末時点で稼働している発電炉は 9 基となった．これまでに閉鎖した発電用原子炉は，9 基
の BWR，7 基の PWR，東地区に設置されていた 6 基の旧ソ連型の PWR 型（VVER）などを










①　広島・長崎・ビキニと 3 度も被ばくしながら，1950 年代の「原子力の平和利用」キャンペー
ンに日本人は易々と乗っていった（1-1，1-2）．日本人はどういう国民性なのか．
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（12 Chapters on 4 Blue Ray Disks もある）；大田直子ほか訳『オリバー・ストーンが語るもうひと
つのアメリカ史』早川書房，全 3 巻，第１巻『2 つの世界大戦と原爆投下』
Union of Concerned Scientists, The Risks of Nuclear Power Reactors；日本科学者会議原子力問題研究
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NHKETV20110814「アメリカから見た福島原発事故」59 分
---- 20110918 ＆ 25「原発事故への道程」上下，176 分
---- 20120429「世界から見た福島原発事故」59 分
---- 20120617「不滅のプロジェクト－核燃料サイクル迷走の軌跡－」88 分
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坪郷實 2013『脱原発とエネルギー政策の転換 : ドイツの事例から』明石書店
和田武ほか編 2014『市民・地域共同発電所のつくり方 ? みんなが主役の自然エネルギー普及』かもがわ出版
Abstract
From Atomic Bombings at Hiroshima and Nagasaki in 1945 to the Fukushima Daiichi 
Nuclear Disaster in 2011 and After 
Focused on Japan-U.S. Nuclear Alliance, Nuclear Fuel cycle, Runaissance of Nuclear Energy and its Phase-out.
 
　This paper studies on the facts and meanings of the followings:
（1）More than 200 thousand of non-military citizens at Hiroshima and Nagasaki were killed by 
atomic bombs. 
（2）Around 150 thousand citizens at Fukushima have been forced to evacuate for more than four 
years and more.
（3）Japan has maintained tenacious Nuclear Alliance with U.S. in spite of Japan's radioactive 
contamination for four times, historically rare in the world, including nuclear exposure at the 
Marshall islands.
（4）Japan has desperately pursuited nuclear fuel cycle in spite of resignation of other advanced 
countries such as U.S., UK, Germany, etc., but France, Russia and China have continued the 
efforts. 
（5）So-called Runaissance of nuclear power plants building and export boom are in bloom in many 
countries unwisely, on one hand. 
（6）We have heard hopeful decisions the people of Germany, Switzerland and others have selected 
wisely phase-out policy of nuclear power on the other hand.
